
【対象者】

・自ら所有する専用住宅の敷地内に設備を設置する市民

・FIT制度またはFIP制度を利用しないこと

・自己託送を行わないこと

・J-クレジット制度への登録を行わないこと

【補助対象設備】

・中古設備、リース設備でないこと

・増設、買い替え、追加購入及び設備改修でないこと

・蓄電池は太陽光発電設備と同時に設置するもの（蓄電池のみは対象外）

・蓄電池は停電時のみに利用する非常用予備電源でないこと

・蓄電池の価格（工事費を含み、消費税を除く）が１ｋWhあたり１５万５千円以下であること

〈報道機関各位〉

〈本リリースに関する報道関係の方からのお問い合わせ先〉

関市役所北庁舎１階 関市 市民環境部 環境課 （担当：西部・河村）
TEL：0575-23-7702 FAX：0575-23-7750 

令和６年４月２５日

関市市民環境部環境課

住宅用太陽光発電設備＆蓄電池
設置費補助金

【令和４年２月９日 ゼロカーボンシティ宣言】

再生可能エネルギーの利用促進と温室効果ガスの排出量削減を図るため、太陽光発電設備と

蓄電池の設置費補助を行います。

令和６年度分 募集開始！

最大６０８，０００円補助

１． 補助金の概要

２． 事業期間等

【事業期間】 ４月２５日～令和７年１月３１日までに実績報告書を提出ください

【募集期間】 ４月２５日～１１月下旬 （※昨年は１１月下旬に受付終了しました！）

※ 詳細についてはホームページでご確認ください ☞

この機会に、太陽光発電システム等の導入についてご検討ください。

補助対象 補助額 最大

太陽光発電設備 １ｋWあたり７万円 ３５万円

蓄電池 価格の３分の１の額 ２５万８千円
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